【人口集中地区】
　国勢調査の結果は，主として都道府県及び市区町村という行政地域を単位として集計・利用されており，このうち，市及び区はまとめて市部として，町及び村は郡部として，それぞれ都市的地域又は農漁村的地域を表すものとして慣用されてきました。しかし，昭和28年の町村合併促進法及び昭和31年の新市町村建設促進法による町村合併や新市の創設などにより市部地域が拡大され，市部・郡部別の地域表彰が必ずしも都市的地域と農村的地域の特質を明瞭に示さなくなったため，この都市的地域の特質を明らかにする統計上の地域単位として，昭和35年国勢調査から人口集中地区が設定されています。
　人口集中地区は，平成２年国勢調査までは，国勢調査の調査員が担当する地域である調査区を基に設定されてきましたが，平成７年国勢調査からは基本単位区を基にしています。
　人口集中地区は，市区町村の境域内で人口密度の高い基本単位区（原則として人口密度が１平方キロメートル当たり4,000人以上）が隣接して，その人口が5,000人以上となる地域です。
【準人口集中地区】
　準人口集中地区は，人口集中地区と同じ基準で人口密度の高い基本単位区が隣接していて，その人口が3,000人以上5,000人未満の地域です。
　ただし，15大都市において準人口集中地区が各区の境界を挟んで連接し，その合計人口が5,000人以上となっても連合人口集中地区とはしません。
【連合人口集中地区】
　15大都市（東京都特別区部及び政令指定都市）の場合，人口集中地区は，各区ごとに設定されていますが，この各区単位の人口集中地区のうち，各区の境界を挟んで地理的に連接している人口集中地区については，都市的地域（市街地）としての一体性，政令指定都市となる前と後との統計上の時間的接続性を考慮して，連接している人口集中地区ごとにまとめてそれぞれ一つの地域単位とみなし，これを連合人口集中地区としています。
